第１回大阪府新公会計制度アドバイザリー会議　議事要旨

日　時：平成２１年９月２日（水）１６時００分から１８時２０分
場　所：査定室（本館４階）
出席者：新公会計制度アドバイザー（小幡寛子氏、清水涼子氏

　　　　総務部副理事（新公会計制度PT長）ほか６名

【大阪府会計基準策定に係る基本的な項目】

アドバイザーの主な発言

· 国庫補助金などについては、民間では収益的な扱いがされている。繰延収益など負債として計上して、減価償却に合わせて取り崩していく考え方もあるが、実務上難しく、会計上も問題が残る。収益計上が望ましいと思う。

· 出納整理期間については、資産や負債の実際残高との検証可能性という観点等から、３月末で切ることのメリットは大きい。しかし、一方でシステム構築にかかる経費の問題や説明の手間が懸念として残るので、実際にシステム構築にどれだけの金額がかかるのかを見極めたうえでの判断が必要。　
· 出納整理期間を除いた場合でもキャッシュが未払・未収となるだけ。行政コスト計算書は一致するはず。
· システム構築に当たっては間違えを発見しやすいシステムにすることが大事。細かくすればするほど間違う可能性が出てくる。

【各財務諸表の構成】

　アドバイザーの主な発言

· 国庫補助金などフローになるものは極力行政コスト計算書に計上した方が収支は分かりやすくなる。純資産変動計算書にいろいろな科目を持ってくると分かりにくい。

· 財源について、仕訳や振替をすることにはあまり意味がないため、財源を表示するということにとらわれる必要はないと思う。
【固定資産の扱いについて】

　アドバイザーの主な発言

· 固定資産の評価として再調達価額とする場合、償却資産については減価償却で代替できる余地もあると思う。但し、あくまで再評価の簡便法であるから重要性の低いものに限定するべき。
· 固定資産の評価方法を決めるのなら、取得価額か時価（再調達価額）か、どちらかに統一する必要がある。同じ土地でも売る、売らないという基準で評価方法を変えることは適切ではない。また、連結が主たる財務諸表であることを鑑みると、公営企業等を考慮し取得原価で統一するのが適切と考える。
· インフラ資産かそうでないかで評価方法を分けるのはおかしいと思う。
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